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２．2008年3月期業績見通し

1. 2007年3月期決算について

３．2008年3月期の重点施策
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2007年3月期を振り返って

主要顧客との新たな
パートナーシップ

（１）-1

得意分野での
ビジネス拡大

（１）-２

中長期成長に向けた
事業拡大

（１）-３

さらなる生産革新さらなる生産革新
（２）-1

人材人材
（２）-２

事業拡大 顧客への『浸透』

内なる先行投資

中長期の仕込みに組織的に取り組む
体制の整備

新データセンター建設

品質アップ、トラブル削減活動

プロジェクト管理の徹底

人材育成
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ＮＲＩを取り巻く経営環境 - ＮＲＩの目指すところ

オフショア企業（中国･インド）

の台頭

ハードウェア
ベンダーの
ソリューション
事業参入

パッケージ
システム
（ＥＲＰ等）
の普及

顧 客

ＮＲＩＮＲＩ
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FY3/02
FY3/03

FY3/04
FY3/05

FY3/06
FY3/07

FY3/08(E)
…
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280

271
303
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(営業利益：億円)

12.8%
11.7%

11.8%
11.9%

12.8%

13.6%

営業利益

営業利益率

中長期の成長に向けて

中長期の成長を牽引するもの

金融業界のＩＴ投資需要のさらなる拡大

共同利用型システムサービスの商品拡大

金融以外の分野での顧客・事業

13.7%
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２００８年３月期の重点施策

成長を推進する仕組み構築

成長領域の明確化

ソリューション力の強化

ナビゲーション力の強化

持続的成長
金融系大型プロジェクト
完遂と発展

（１）-1

システムコンサルティング
機能の強化

（１）-２ 事業拡大
顧客への『浸透』

内なる先行投資

社内情報システム再構築社内情報システム再構築（３）-２

さらなる生産革新さらなる生産革新（２）

金融分野以外での
顧客・事業開拓

（１）-３

足元固め⇒事業拡大へ

人材（確保と育成）人材（確保と育成）（３）-１
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（１）-１ 金融系大型プロジェクトの完遂と発展 – 追い風の続く、金融分野

STAR- IV  ： 東海東京証券（STAR- IV最大級規模）

SIでの新規案件 ： 総合証券B社、C社 ・・・、ネット系金融D社、
メガバンク系金融E社・・・etc.
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25.0

FY3/04 FY3/05 FY3/06 FY3/07 FY3/08(計画)

金融機関

全産業（含む金融機関）

非製造業（含む金融機関）

足元の状況と環境

注）2007年4月2日発表

ソフトウエア投資額（日銀短観）(前年比：%)

2007年3月20日 日経金融新聞
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銀行

銀行業 保険業証券業

証券会社

保険会社

事業会社

証券仲介業

保護預り資産管理

証券仲介業 保険代理店銀行代理店

保険代理店

事業展開のターゲット

コアビジネス 銀行代理店

保険代理店コアビジネス

銀行システム/保険システムとの機能接続

機
能
展
開

コアビジネス
証券仲介業

資産管理

T
H
E
  S
T
A
R
 

の
機
能
展
開

（１）-１ 金融系大型プロジェクトの完遂と発展 - ターゲティング

事業展開のターゲット：『ＴＨＥ ＳＴＡＲ』での例
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（注）1. 利用社数は、2007年3月末時点 2. STAR-IVは、部分利用を含む社数 3. I-STARはサブシステムを除く社数

新事業の企画・開発・提案 『ＩＴイノベーション』

PLEIADES

e-AURORA TRADESTAR new!

STAR-IV 東海東京証券

（１）-１ 金融系大型プロジェクトの完遂と発展 - 事業資産の拡大

システム基盤ソリューション

コンサルティング・システムコンサルティング
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（１）-１ 金融系大型プロジェクトの完遂と発展 - 新データセンターの活用

建設中の新データセンター

最新鋭データセンターを活用したビジネスの拡大

フル

アウトソーシング

運用

アウトソーシングハウジングハウジング

フルアウトソーソング受託を目指して

金融機関からの引き合い増加中
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新事業の企画・開発・提案 『ＩＴイノベーション』

コンサルティング ・ システムコンサルティング

TRADESTAR

導
入
導
入

（１）-２ システムコンサルティング機能の強化

新規ビジネス、顧客獲得のための種まき

システムコンサルティングを活用して、『繋ぎ』を強化
システムコンサルティングＩＴイノベーション

ソリューション事業への
『繋ぎ』強化



この資料は、投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成したものではありません。
Copyright（C） 2007 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 25

（１）-２ システムコンサルティング機能の強化

実行

業務×ＩＴ型業務×ＩＴ型

業
務
×
Ｉ
Ｔ

Ｉ
Ｔ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

ソリューション事業ソリューション事業

ＩＴマネジメント
（従来の強み）

ＩＴマネジメント
（従来の強み）

実行支援型実行支援型

プレゼンス向上 ソリューション事業への貢献

コンサルと実行支援
をバランスしつつ
プレゼンスを向上

戦略・計画

上流工程対応力強化による、ソリューション事業への貢献

強
化
の
範
囲

・事業機会を創出
・業務改革設計
機能の強化

業務×ＩＴへ
の展開
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（１）-３ 金融以外の分野での顧客・事業開拓 – 現状と課題
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（１）-３ 金融以外の分野での顧客・事業開拓 – 中国システム事業

Ｎ
Ｒ
Ｉ
で
の
取
り
組
み

日系企業の対中国投資に対す
るコンサルテーション拡大

中国政府からのコンサルティン
グプロジェクト受注

日系企業の対中国投資
に対するコンサルテー
ション開始

中国国務院研究開発
センターや、アジアシ
ンクタンクによるネット
ワーク構築

中国人研修生受入開始
(総勢400名以上）

中国の社会・経済動向
の研究分析

ＮＲＩ上海設置

（コンサル、2002年）

ＮＲＩ北京設置

（システム開発、2002年）

ＮＲＩ香港設置

（1976年）

中国オフショア開発本格化

中国進出日系企業のシステム
開発

中国企業2社をe-パートナーに
選定

中国オフショア開発トライ
アル開始

中国オフショア開発の手
法等研究

香港でERP事業を展開

中国人技術者
トレーニー受入を開始

2001年～1998年～1990年～1990年以前

今期を『中国システム事業元年』として、次のステップへ！
専門委員会の設置（4/1～）

清華大学との共同研究センターを設立（4/17発表）

これまでの取り組みを

ベースに…
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（２） さらなる生産革新 - エンハンスメント業務革新

「守り」から「攻め」へ

－生産性の向上により人材の再配置、事業拡大を可能に

守り

攻め（拡大）

守り（効率化)

顧客の成長支援

提案活動

新ビジネスの創出
より、付加価値の高い

業務へシフト

保守/運用

問い合わせ対応

障害対応

攻め

生産性向上

開発パートナーへの

業務移管

提案力の強化

情報共有
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（１） 社長メッセージ

（２） 大会の趣旨・品質向上活動について

（３） 金融システム事業本部における生産性・品質向上活動

（４） 流通システム一部 品質向上活動２００６年度成果報告

（５） ガーデンＳＳのＤｅｖＮｅｔ活用 -ＤｅｖＮｅｔを使いたおす-

（６） ＣＭＭI レベル５のプロセス改善と品質の向上

（７） 進捗管理手法のＮＲＩウエイ -ＥＶＭの選択-

（８） ｘｘｘプロジェクト エンハンス業務革新活動２ヵ年の歩み

（９） 本部横断エンハンス業務革新活動の立上げと来期に向けた方針

（１０） 総括

（２） さらなる生産革新 - 継続的な活動の必要性とその成果

大
会
プ
ロ
グ
ラ
ム

2007年3月7日(水） 15:00～18:00  ＹＬＣ大ホール

品質向上活動 2007年3月期成果報告大会



この資料は、投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成したものではありません。
Copyright（C） 2007 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 30

（３）-１ 人材（確保） - 社員+国内・中国協力パートナーのパワー

NRIグループ人員

国内協力パートナー

eパートナー制度の推進（ＳＲＡ社を新規認定）

コンプライアンス強化

パートナー企業経営層との関係強化

・・・etc.

中国オフショア開発
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FY3/02 FY3/03 FY3/04 FY3/05 FY3/06 FY3/07FY3/08(E)

通期：125-140（予）

（億円）

３つのリソース
を効果的に活用

個別契約会社

基本契約会社

eパートナー

約5,000人

約6,500人

・コンサルタント

・システムコンサルタント

・アプリケーションエンジニア

・テクニカルエンジニア

・インフラストラクチャーエンジニア

…etc.

（うちＩＴ技術者は約3,500人）

約3,500人
７地域２１社

280

313
281

159
196

235
292

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

連
結
人
員
数
（
人
）

FY3/02 FY3/03 FY3/04 FY3/05 FY3/06 FY3/07 FY3/08(E)

安定的な増加安定的な増加

うち新卒採用数

07/4/1入社
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（３）-１ 人材（育成） - ＢＡ人材の必要性

ＯＴＳソリューション提案し事業を拡大・発展した人材

高度な運用設計・運用技術に立脚したシステムマネジメント業務およびシ
ステム運用ができる人材

ＩＴ関連施設に係わる設計・構築技術を要しファシリティ品質の高度化がで
きる人材

情報発信により有識者と認められた人材

ビジネスモデルを構築し事業化した人材

顧客開拓により事業を拡大・発展した人材

顧客の立場でＩＴ戦略に貢献した人材

高度な業務知識に立脚した大規模システムの企画・設計ができる人材

高度な業務知識に立脚した大規模システムのエンハンスができる人材

システム・インフラ構築を請け負える広い知識と業務遂行能力を兼ね備
えた人材

特定先端技術に対する知識とプロジェクトへの適用力を兼ね備えた人材

一定規模以上のシステムプロジェクトを統括し、運営・推進できる人材

人材像

2006年10月

2002年10月

2002年10月

2000年4月

2000年4月

発足時期

大規模システム企画・設計

大規模システムエンハンス
システム
アナリスト

業界発信

事業創造

顧客開拓

顧客支援

ビジネス
アナリスト

ＯＴＳソリューション

システムマネジメント
運用技術

ファシリティマネジメント

ＩＴシステム
マネージャー

プロジェクト
マネージャー

基盤リーダー

先端技術者
ＩＴアーキテクト

タイプ
ＮＲＩ認定

プロフェッショナル

顧客開拓・事業拡大を担う人材を育成
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（３）-１ 人材（確保と育成） - 中国オフショア開発の進化

開
発

ＮＲＩにおける
中国オフショア開発の特徴

上流工程から委託
（品質向上および開発後のエンハンス業務委託を期待）

野村総合研究所の社員と中国技術者との
Face to Faceを重視
（通訳やブリッジSEを経由しない直接コミュニケーション）

単発的なシステム開発委託ではなく、エンハンスを
含めた継続的な取引を基本としている

大規模プロジェクト（数百MM～1,000MM超）を
中心に委託

（中国の優秀な人材と開発パワーを期待）

ＮＲＩにおける
中国オフショア開発の特徴

上流工程から委託
（品質向上および開発後のエンハンス業務委託を期待）

野村総合研究所の社員と中国技術者との
Face to Faceを重視
（通訳やブリッジSEを経由しない直接コミュニケーション）

単発的なシステム開発委託ではなく、エンハンスを
含めた継続的な取引を基本としている

大規模プロジェクト（数百MM～1,000MM超）を
中心に委託

（中国の優秀な人材と開発パワーを期待）

質的な拡大

これからは

継続的な

エンハンスメント

開
発

業務知識

設計力の向上

安定的な

体制の確保

設
計

一過性の

新規開発
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プロジェクト情報を「標準化」し、プロジェクトマネジメントレベルを向上

現場の業務を「見える化」し、リスク・マネジメントを強化

案件のプロセスフローを「統合・一元化」し、現場の生産性を改善

（３）-２ 社内情報システム再構築 - 業界のベストプラクティスを目指して

ＮＲＩの成長の源泉である

『プロフェッショナルの本業を支えるプラットフォーム』を構築

ﾏﾈｰｼﾞｬ、ﾒﾝﾊﾞ

情報ｴﾝﾄﾘｰ

《全体イメージ》

ソリューションサポート・プラットフォーム （情報共有インフラ「Developer’s NET」）ソリューションサポート・プラットフォーム （情報共有インフラ「Developer’s NET」）

システム間連携

業務支援システム業務支援システム

取引先、ﾊﾟｰﾄﾅｰお客様
情報分析

経営層

情報活用ﾞ

契
約
・
受
注
情
報

委
託
・
購
買
情
報

情報活用

投資予定額：約30億円（5年間）
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・本資料は、2007年3月期決算の業績および今後の経営戦略に関する情報の提供を目的としたものであり、当社が発行する有価証券の投資勧誘

を目的としたものではなく、また何らかの保証・約束をするものではありません。本資料に掲載されております事項は、資料作成時点における当社

の見解であり、その情報の正確性および完全性を保証または約束するものではなく、また今後、予告無しに変更されることがあります。

・本資料のいかなる部分も一切の権利は野村総合研究所に帰属しており、電子的または機械的な方法を問わず、いかなる目的であれ、無断で複製

または転送等を行わないようお願いいたします。




